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神戸法学雑誌第七十四巻第四号二〇二五年三月

ロベール・バダンテール氏を追悼して

福　田　真　希

はじめに

2024年2月9日、ロベール・バダンテール（Robert Badinter）氏（以下、人名
は初出の場合を除き、基本的には敬称略）が95年の生涯を終えた。彼の名前を
聞いて、多くの人がまず連想するのは、1981年のフランスにおける死刑廃止で
あろう。実際、彼は弁護士として1970年代以降の同国における死刑廃止運動を
率い
（1）

、1981年に司法大臣となると死刑廃止を実現した。その後も、亡くなる直
前まで、さまざまな活動を通じて世界的な死刑廃止を訴えてきた

（2）

。
弁護士であるバダンテールが、死刑との闘いをライフワークとしてきたの
は、彼にとって当然のことであったのかもしれない。彼の初期の作品『死刑執行
（L’Exécution）』には、新米弁護士バダンテールを雇ったアンリ・トレス（Henri 
Torrès）弁護士と思われる「先生」の言葉として「死刑だけが、弁護士の存在

（1） バダンテールは、アムネスティ・インターナショナルやフランス反死刑協会
（Association française contre la peine de mort）の執行委員会（comité directeur）
メンバーに名を連ねた。加えて、人権同盟（Ligue des droits de l’homme）に
も加入していた。Cassia, Paul, Robert Badinter, un juriste en politique, Fayard, 
Paris, 2009, p, 146.

（2） たとえば、雑誌Histoire de la justiceは、2023年の第34号で「ベッカリーアから
バダンテールまで」との副題をつけ死刑廃止の歴史を特集しているが、そこに
はバダンテール自身も寄稿している。
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理由を奪う」と書かれているのである
（3）

。
フランスにおけるバダンテールの存在の大きさは、彼の名が遅くとも2004年
の時点で法学辞典に掲載されていたことからも見て取れる

（4）

。また、フランスで
は、学校をはじめとする公共施設に人名が当てられることが一般的であるが、
北西部の都市ナントの郊外にあるサン＝ジャン＝ド＝ボワソー（Saint-Jean-de-
Boisseau）のとある小学校には、彼の名が使われている

（5）

。さらには、2024年2月
14日に、フランス司法省のあるパリのヴァンドーム広場で行われた追悼セレモ
ニーで、エマニュエル・マクロン大統領が、バダンテールの名は、フランスの
歴史上の偉人を記念するパンテオンに刻まれるに値すると述べた

（6）

。
しかしながら、バダンテールの功績は、死刑廃止だけにとどまるものではな
い。そこで本稿では、彼の生涯をたどりながら

（7）

、その功績を紹介する。

（3） Badinter, Robert, L’Exécution, Grasset, 1973, p. 14. （邦訳『死刑執行』藤田真利
子訳、新潮社、1996年、16ページ。）

（4） Cadiet, Loïc （dir.）, Dictionnaire de la justice, PUF, Paris, 2004, pp. 119-120.
（5） Cassia, op. cit., p. 38.
（6） Hommage national à Robert Badinter : Emmanuel Macron déclare que son nom « 

devra s’inscrire » au Panthéon, Le Monde, 14 février 2024 （https://www.lemonde.
fr/politique/live/2024/02/14/en-direct-hommage-a-robert-badinter-suivez-la-
ceremonie-place-vendome-presidee-par-emmanuel-macron_6216479_823448.
html, consulté le 23 octobre 2024）.

（7） 伝記的な記述は、以下の文献を参考とした。Robert Badinter, l’ancien ministre 
et avocat qui a fait abolir la peine capitale en France, est mort, Le Monde, 9 février 
2024 （https://www.lemonde.fr/disparitions/article/2024/02/09/robert-badinter-
est-mort_6215627_3382.html, consulté le 15 octobre 2024）; Clay, Thomas, In 
Memoriam Robert Badinter （1928-2024） （https://www.dalloz-actualite.fr/flash/
memoriam-robert-badinter-1928-2024, consulté le 11 novembre 2024）; Cassia, op. 
cit.; Missika Dominique et Szafran, Maurice, Robert Badinter. L’homme juste, 
Tallandier, Paris, 2024.フランスの教養ラジオ France cultureでは、15 回にわた
りバダンテールの自伝的インタビューが放送されているので、こちらも参照さ
れたい。（https://www.radiofrance.fr/franceculture/podcasts/serie-robert-badinter-
aux-origines-de-son-combat, consulté le 20 décembre 2024）このインタビュー
は、CDブックとして出版されている（Robert Badinter : une longue marche, 
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I．出生から弁護士としての独立まで（1928年～1971年）

ロベール・バダンテールは、1928年3月30日にパリのユダヤ人家庭に誕生し
た。父シモン（Simon）は、かつてロシア帝国にあったベッサラビア（現在は
モルドヴァ共和国）で誕生し、迫害を逃れてフランスにやってきたのである。
フランスで生活を始めたシモンは事業に成功し、帰化も済ませ、一家は裕福に
暮らしていた。
しかしながら、1939年9月3日に、フランスがドイツに宣戦布告をすると、彼
らの運命は大きく転換する。戦火を逃れるため、一家はパリを出てナントに居
を構えた。ところが、1940年6月16日にナントは陥落し、彼らは一時パリに戻
ることとなった。しかし、すでにドイツ軍の手に落ちていたパリでは、ユダヤ
人迫害政策がとられていた。すべてを失う危機を感じたシモンは、なんとか家
族とともにリヨンに逃れることに成功する。
リヨンでの生活も容易ではなかった。この町は、1940年7月10日に誕生した
ドイツの傀儡政権「フランス国」の元首、フィリップ・ペタン（Philippe Pétain）
元帥の影響下にあったのである。そして、1943年2月9日、シモンが自宅で、当
地のゲシュタポの責任者であったクラウス・バルビー（Klaus Barbie）率いる
ナチス親衛隊に捕えられた。シモンは絶滅収容所に送られ、二度と家族と会う
ことはなかった。
戦後、19歳となったロベールは、1947年にソルボンヌ大学の文学部に社会学
専攻として登録すると同時に、パリ大学の法学部にも登録した。さらに、1948
年には奨学金を得てアメリカにわたり、翌年コロンビア大学で芸術の修士号を
獲得した。アメリカでの経験は、啓蒙期の刑法改革以来、司法権力に敵対的で
あり、権力の分立は司法官の力を抑制するためのものであると考えてきたフラ
ンスの伝統とは異なり、司法こそが、合憲性の審査を通じて、執行権や立法権

texte de Dany Cohen ; entretien radiophonique par Joël Calmettes, Paris : Textuel 
Bry-sur-Marne : Institut national de l’audiovisuel, 2011）。
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の行き過ぎから市民を守るものなのだという考えに至らせた
（8）

。
帰国後の1951年、バダンテールは弁護士となり、刑事弁護で知られるトレス
弁護士の事務所に所属した

（9）

。続く1952年には法学博士となった。このときの指
導教員は国際法の専門家ジャン＝ポール・ニボイエ（Jean-Paul Niboyet）教授
で、博士論文のタイトルは『アメリカ法における民事責任分野の諸法律間の抵
触（Les conflits de lois en matière de responsabilité civile dans le droit des États-
Unis）』であった。
トレスが引退すると、自ら顧客を探さなければならなくなったバダンテール
は、マッカーシズムが猛威を振るうアメリカを逃れたジュール・ダッサン（Jule 
Dassin）監督と出会い、ショービジネス界などの著作権分野で活動する。そし
て、1955年の最初の結婚を経て、1957年には、私法の教授資格（agrégation）を
獲得した。
1962 年、バダンテールは大学に戻る決意をし、パリ第 1・パンテオン＝ソル
ボンヌ大学のジャン・ゴードゥメ（Jean Gaudemet）教授の下、ローマ法・法制
史の修士論文を完成させた。この時彼が題材としたのは、ローマ帝国後期にお
ける恩赦の一種、寛恕（indulgentia）であった

（10）

。その後、1965年に私法および
犯罪学の教授資格を得、1994年の定年まで、彼は大学教員としてのキャリアも
積むこととなる。ディジョン大学（1966年）、ブザンソン大学（1968～69年）、
アミアン大学（1969～74年）を経て、1974年からはパリ第1・パンテオン＝ソ
ルボンヌ大学で教鞭をとった。
教員としてのキャリアと並行して、バダンテールは、1966 年にジャン＝ド
ニ・ブレダン（Jean-Denis Bredin）弁護士と共に弁護士事務所を成立させた。

（8） Badinter, Robert, discours sur « La République et sa justice » prononcé le 23 mars 
1993 à l’Institut d’études judiciaires de l’université Paris I Panthéon-Sorbonne, cité 
dans Cassia, op. cit., p. 57.

（9） トレスについては、Cassia, op. cit., pp. 81-84.
（10） Badinter, Robert, De l’Indulgentia criminum dans le droit au Bas-Empire romain, 

1962.
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また、この年には、その後『母性という神話（L’Amour en plus : Histoire de l’
amour maternel, XVIIe – XXe siècle）』などで知られることになるエリザベット
（Elisabeth）と再婚している。

II．死刑と闘う弁護士（1971年～1981年）

バダンテールは、弁護士と大学教員という二足の草鞋を履く生活を続けてい
た。弁護士としての彼が得意としたのは民事分野で、刑事事件は、そもそも事
務所でも当初は扱っていなかった。しかしながら、彼の運命は、1971年に起き
た、「ビュッフェとボンタンの事件」によって大きく転換する

（11）

。
この事件は、クレルヴォー刑務所に収監されていたクロード・ビュッフェ

（Claude Buffet）とロジェ・ボンタン（Roger Bontems）が、脱獄のための資金
と武器、そして車を要求し、看護師と看守など 3名を人質に取って立てこもっ
たところから始まった。駆けつけた検察官らのとのやり取りもむなしく、最終
的に、人質のうち 2名がナイフによって殺害された。こうして、トロワのオー
ブ県重罪院でビュッフェとボンタンの裁判が始まったが、ボンタンは殺害行為
それ自体には関わっていなかったことが明らかとなった。このことは、法廷で
も認められた。それにもかかわらず、ボンタンは、殺人の共犯として死刑を言
い渡された。そして、1972年 11月 28日、パリのサンテ刑務所でボンタンの死
刑が執行された。バダンテールは、この裁判をきっかけに、死刑との闘いを心
に決めた

（12）

。
オーブ県重罪院は、バダンテール個人だけでなく、現代フランス死刑史に
とっても重要な場所のひとつである。というのも、1977年に「パトリック・ア
ンリの事件」が裁かれたのも、この場所だったからである。この裁判は、1981
年の死刑廃止への布石となり、現在では「死刑にたいする裁判」とも呼ばれて

（11） 事件については、Badinter, L’Exécution, op. cit.を参照。
（12） Badinter, Robert, L’Abolition, Fayard, 2000 （邦訳『そして、死刑は廃止された』

藤田真利子訳、作品社、2002年）
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いる
（13）

。そして、被告人側の弁護人として法廷に立ったのが、バダンテールで
あった。
ボンタンの場合と異なり、この事件において、被告人パトリック・アンリ

（Patrick Henry）が犯人であることは動かしがたい事実だった。彼は、身代金目
当てで顔見知りの小学生男児を誘拐し、数日を共に過ごした後、殺害し、死体
をベッドの下に隠したのだ。死刑を回避するためにバダンテールがとった手段
は、死刑そのものの是非を陪審員に問うことであった。判決では、死刑ではな
く無期懲役が言い渡された。
パトリック・アンリの事件の後も、バダンテールは複数の死刑事件の弁護を
行っている。実は、彼は生涯で20回ほどしか重罪事件に携わっていないが、そ
のうち9件（うちフランス国内7件、外国2件）が死刑事件であった

（14）

。そして、
パトリック・アンリを含む6名の被告人が死刑を免れている。

III．司法大臣（1981年～1986年）

（1）フランソワ・ミッテランとの出会い
1981年5月10日の大統領選で、社会党のフランソワ・ミッテラン（François 

Mitterrand）候補が当選した。この選挙における重要な争点のひとつが、死刑
の存否であった

（15）

。死刑廃止を公約としたミッテラン候補の勝利は、死刑廃止が
決定的になったことを意味した。大統領は、公約を実現するために、同年 6月
23日、バダンテールを司法大臣に指名した。ロベールはこの職を1986年3月16
日まで務めることになる。

（13） パトリック・アンリ裁判については、ピカール、ニコラ「1981 年の死刑廃止
以降のフランスにおける死刑の法的・政治的問題」（福田真希訳）『神戸法学雑
誌』第74巻第1号、2024年に付随する、福田による補論の55～56ページおよ
び註39も参照されたい。

（14） バダンテールが弁護を行った死刑事件については、Cassia, op. cit., pp. 112-129
を参照。

（15） 1981年の大統領選での論戦については、ピカール前掲訳稿、62～63ページを参照。
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バダンテールとミッテランとの出会いは、1955 年にさかのぼる。1959 年
に、ロベールはミッテランの立てた政治クラブ「共和主義的闘争のための同盟
（Ligue pour le combat républicain）」に参加するとともに、彼に法的助言を与え
るようになった。1967年の国民議会選挙では、バダンテールが「民主・社会的
左派連盟（Fédération de la gauche démocrate et socialiste）」の候補者として、パ
リ第1区から出馬した。なお、この時、彼は落選している。
バダンテールは、ミッテランの弁護も行っている。1973 年、ミッテランは、
第二次大戦期にフランスをドイツから解放したことで英雄となり、戦後大統領
も務めたシャルル・ド・ゴール（Charles de Gaulle）の名誉を毀損した罪に問
われたのである

（16）

。被告側弁護士のひとりとして参加したバダンテールは、1年
から 3年の公民権はく奪の危機にあったミッテランを救い、損害賠償で済ませ
ることに成功した。
これらのこともあってか、バダンテールとミッテランとの距離はさらに近く
なっていく。1974年に、現職のジョルジュ・ポンピドゥー（George Pompidou）
大統領が亡くなり、大統領選が行われることになると、1971年から社会党に参
加していたバダンテールは、ミッテランの出馬を手助けした。しかし、この時選
出されたのは、中道右派のヴァレリー・ジスカール＝デスタン（Valérie Giscard 
d’Estaing）候補であった。
右派に対抗するため、ミッテランとバダンテールは、1975年に「自由と基本
的権利の憲章（Charte des libertés et des droits fondamentaux）」の作成を開始し
た。作成メンバーには経済学者のジャック・アタリ（Jacques Attali）

（17）

、哲学者
のレジス・ドゥブレ（Régis Debray）やミシェル・セール（Michel Serres）も

（16） 事件については、M. François Mitterrand poursuivi pour diffamation par M. Michel 
Cailliau, neveu du général de Gaulle, Le Monde, 21 février 1973 （https://www.
lemonde.fr/archives/article/1973/02/21/m-francois-mitterrand-poursuivi-pour-
diffamation-par-m-michel-cailliau-neveu-du-general-de-gaulle_2570156_1819218.
html, consulté le 15 octobre 2024）

（17） アタリの公式サイト（https://www.attali.com/）では、彼の最新の活動や思想を
知ることができる。
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いた。この成果は、1976年に『自由、さまざまな自由（Liberté, libertés）』とし
て出版された。本書には、バダンテールの後の活動に関するアイディアがすで
にいくつもみられるが、大きな成功を収めなかった

（18）

。

（2）死刑の廃止
司法大臣としてのバダンテールの最も有名な業績が、1981年10月9日の死刑
廃止であることに異論はないであろう。9月17日から行われた国民議会での審
議の際に彼が行った演説は、書籍や映像バンクなど、さまざまな媒体で保存さ
れている

（19）

。この演説については、ニコラ・ピカール「1981年の死刑廃止以降の
フランスにおける死刑の法的・政治的問題」（福田真希訳）に付随する、福田に
よる補論の中で言及しているので、ここでは割愛する

（20）

。
ところで、成立した死刑廃止法第1条を見てみると、「死刑は廃止される」の
みと、非常に単純な記述になっていることに気が付く。『ル・モンド』紙によ
るバダンテールの追悼記事のひとつは

（21）

、この死刑廃止が、19世紀フランスの代
表的な死刑廃止論者としても知られるヴィクトール・ユゴーの目指した「純粋
で、単純で、決定的な」ものであることを意味したと指摘している

（22）

。実際、バ
ダンテールは、自らを「ユゴー崇拝者（Hugolâtre）」と公言しており、死刑と
の闘いの際には、常にユゴーのこの言葉を意識していたという

（23）

。ユゴーへの尊

（18） Badinter, Robert et als., Liberté, libertés, Gallimard, Paris, 1976.
（19） たとえば、Missika et Szafran, op. cit. 。また、フランスの映像バンク L’Institut 

National de l’Audiovisuel（INA）のサイトでは演説の動画が公開されてい
る（https://www.ina.fr/ina-eclaire-actu/peine-de-mort-discours-robert-badiner-
integral, consulté le 31 décembre 2024）。

（20） ピカール前掲訳稿、63～65ページ。
（21） Robert Badinter, l’abolition de la peine de mort ou le combat d’une vie., art. cit..
（22） 1848年9月15日の国民議会での演説。この演説の全文が同議会のサイトに紹介

されている（https://www2.assemblee-nationale.fr/decouvrir-l-assemblee/histoire/
grands-discours-parlementaires/victor-hugo-15-septembre-1848, consulté le 19 
décembre 2024）。

（23） 2013年1月1日に放送されたFrance cultureの番組を参照（https://www.radiofrance. 
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敬は執筆活動にも表れており、司法大臣を退いた後の1989年には『死刑囚最後
の日』の序文を、2013 年には『クロード・ギュー（Claude Gueux）』をモチー
フとしたオペラ『クロード（Claude）』を作成している。

（3）刑事法分野におけるその他の改革
ところで、ユゴーの関心は、死刑廃止だけでなく、刑事法全体の人道化にあっ
た
（24）

。司法大臣時代のバダンテールも、「自由（liberté）」「人道化（humanisation）」
「近代化（modernisation）」をキーワードに、刑事法分野の改革をいくつも行っ
ている

（25）

。これらの改革は、ジスカール＝デスタン前大統領の下で司法大臣を務
めた、アラン・ペイルフィット（Alain Peyrefitte）の進めた、厳格な治安政策
を取り消すものであり、アイディア自体は『自由、さまざまな自由』の中です
でに議論されていた。以下、代表的なものを紹介したい。

i）特別裁判所の廃止
バダンテールは、軍事裁判所に代表される特別裁判所の存在には反対であっ
た。というのも、すべてのフランス人は裁判において平等に扱われ、したがっ

fr/franceculture/podcasts/hors-champs/vive-victor-2-5-1545580, consulté le 16 
décembre 2024）。なお、バダンテールによれば、死刑廃止の際に、代替刑を予定
しなかったのも、死刑を「純粋で、単純で、決定的な」ものにするためであった。

（24） たとえば、『クロード・ギュー』の後半部分を参照。Hugo, Victor, Claude Gueux, 
Librio, Paris, 2017（邦訳「クロード・ギュー」（丸山芳吾訳）『ユゴー全集』2 小
説（2）本の友社、1992年）.

（25） 司法大臣バダンテールが行った改革については、以下の記事を参考にした。 
Mort de Robert Badinter : un bilan considérable comme garde des sceaux, Le 
Monde, 9 février 2024 （https://www.lemonde.fr/disparitions/article/2024/02/09/
mort -de-rober t -badinter-un-bi lan-considerable-comme-garde-des-
sceaux_6046146_3383.html, consulté le 23 octobre 2024）; Cassia, op. cit., p. 223. 
刑事分野以外も含め、彼の主導した法律のリストがBadinter, Robert, Les épines 
et les roses, Fayard, Paris, 2011, pp. 269-274に掲載されている。
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て、文民と軍人の刑事裁判を区別してはならないと考えていたからである
（26）

。
こうして、1981年8月4日の法により、国家安全法院（Cour de sûreté de l’Etat）
が姿を消した。この特別裁判所は、1963年1月15日の法により、アルジェリア
危機に対応するために設置された

（27）

。法院は、政府により任命された司法官と軍
官から構成され、平時における「国家の安全に対する犯罪」（1810 年刑法典第
70～103条）などを管轄した。
また、1982 年 7 月 21 日の法により、平時については 6つの常設軍事裁判所

（tribunaux permanents des forces armées）も廃止されることとなった
（28）

。

ii）自由を制限する一部の法律の廃止
1981年12月23日には、「ある種の新型犯罪を抑圧するための法律（loi tendant 

à réprimer certaines formes nouvelles de délinquance）」いわゆる「破壊者防止法
（loi anticasseurs）」が廃止されている

（29）

。この法律は、1968 年の 5月革命の混乱
を経、とりわけ左翼によるデモの暴徒化を取り締まるために、1970年 6月 8日
に制定されたものである

（30）

。これにより、暴力をふるった本人はもちろん、暴力

（26） Note du 25 août 1981, Archives Nationales, n° 20000093-1, pochette 2, cité dans 
Cassia, op. cit., p. 266.

（27） 国家安全法院については、Rayne, Serge, Répertoire de droit pénal et de procédure 
pénale / Espionnage pénale ［Texte électronique］, juin 2023, consulté le 11 
novembre 2024 を参照した。同法院の設置までの動きについては、Delaporte, 
Victor, Aux origines de la Cour de sûreté de l’État, Vingtième Siècle. Revue d’
histoire, n° 140, 2018で明らかにされている。

（28） 1982年以降の常設軍事裁判所については、Rayne, art. cit.を参照。
（29） この法律については、Bouzat, Pierre, La loi du 8 juin 1970 tendant à réprimer 

certaines formes nouvelles de délinquance （dite loi « anti-casseurs »）, En 
hommage à Jean Constant, Faculté du droit de Liège, Liège, 1971.

（30） La fin de la loi “ anticasseurs “, Le Monde, 21 novembre 1981 （https://www.lemonde.
fr/archives/article/1981/11/21/la-fin-de-la-loi-anticasseurs_2727470_1819218.html, 
consulté le 12 novembre 2024）. 当該法文は、Journal officiel de la République 
française, Lois et décrets, 8 et 9 juin 1970, p. 5324に掲載されている。
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には加担していないその他のデモ参加者についても、集団的に責任を取らせる
形で罰することができるようになった

（31）

。したがって、バダンテールにとって、
この法律は、デモを抑圧するものに過ぎなかった

（32）

。
続いて、1983年6月10日に「安全と自由」法（loi sécurité et liberté）が廃止

された。1981年2月2日に制定されたこの法律は、検察や警察の特権の拡大や、
被告人の防御権の制限、さらには違法行為の定義の緩和などを行い、当時から
批判にさらされていた

（33）

。

iii）同性愛の「非犯罪化」
バダンテールは、1982年8月4日のいわゆるフォルニ法（loi Forni）を後押し
したことでも知られている

（34）

。この法律により、「フランス国」下で定められた、
1942年8月6日の法律が廃止された

（35）

。1942年の法律は、同性間の性行為を「破廉
恥で自然に反する行為」とするとともに、異性間の場合よりも性交同意年齢を
高く設定した。具体的には、同性間では21歳、異性間では13歳とされた。ただ
し、21歳を超えた同性の間の性交であっても、公然わいせつ（outrages publics 
à la pudeur）として罰せられる場合もあったようである。これに対し、フォル

（31） L’agonie de la loi anticasseur, Le Monde, 29 novembre 1981 （https://www.lemonde. 
fr/archives/article/1981/11/26/l-agonie-de-la-loi-anti-casseurs_2728160_1819218.
html, consulté le 12 novembre 2024）

（32） Cassia, op. cit., p. 269.
（33） 同法については、ピカール前掲訳稿、61～62ページを参照。
（34） フォルニ法に関連する映像資料が、INAのサイトに複数公開されている。 

（https://www.ina.fr/ina-eclaire-actu/loi-forni-discrimination-delit-d-
homosexualite）

（35） フランスでは、同性間の性行為は、フランス革命期の 1791 年に一度犯罪では
なくなっていたが、実際には破廉恥犯罪として扱われることもあった。第二次
大戦後中心とはなるが、フランスにおける同性愛者への刑事的な抑圧について
は、Gauthier, Jérémie et Schlagdenhauffen, Régis, Les sexualités « contre-nature » 
face à la justice pénale. Une analyse des condamnations pour « homosexualité » en 
France （1945-1982）, Déviance et société, v. 43, n° 3, 2019を参照。
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ニ法は、同性間の性交同意年齢を、戦後異性間について定められていた15歳以
上に統一し、同性愛者と異性愛者との間の差別的な取り扱いを是正した。

iv）刑事被告人の権利の向上
1984年 7月9日の法律は、人身保護（habeas corpus）の観点から、勾留の決
定に先んじて検察官と弁護士の対審弁論を行うよう義務付けた

（36）

。バダンテール
によれば、当時、未決勾留の数が上昇しており、このことに対する批判がなさ
れていた

（37）

。これに対し、本法律は、未決勾留の濫用を防ごうとしたのである。
ところで、未決勾留を決定したのは予審判事であったが、彼らに対しては、
さまざまな批判がなされていた。予審判事はしばしば若く、経験も少ないのに
権限が大きすぎるし、そもそも予審が糾問的すぎる

（38）

。そこで、バダンテールは
予審の改革を企図する。1986年 9月 6日の『ル・モンド』紙に掲載された、彼
自身の筆による記事によれば、困難な事件については、通常の判事（magistrats 
de siège）3名からなる予審部（chambre d’instruction）での合議を行い、予審判
事ひとりに全権が与えられることを避けなければならない。こうすることで、
無罪の推定をより保障しつつも、予審を迅速に行うことができるし、予審判事
にとっても責任の分散につながるというのである

（39）

。以上のアイディアは、1985
年12月2日の法律として結実したが、予定通り適用されることはなく、それが
一部実現するのは、右派のニコラ・サルコジ（Nicolas Sarkozy）大統領による

（36） Cassia, op. cit., p. 323.
（37） Badinter, Robert, M. Badinter : une réforme de l’instruction, Le Monde, 6 

septembre 1985 （https://www.lemonde.fr/archives/article/1985/09/06/m-badinter-
une-reforme-de-l-instruction_2740740_1819218.html, consulté le 16 décembre 
2024）.

（38） 19世紀の文豪オノレ・ド・バルザック（Honoré de Balzac）の、「予審判事はフ
ランスで最も強力な人である」という言葉はフランスの法学界でよく知られて
おり、前述の『ル・モンド』1985年 9月 6日の記事だけでなく、さまざまな箇
所で引用されている。

（39） Badinter, M. Badinter : une réforme de l’instruction, art. cit..
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2007年の改革を待つことになる
（40）

。
さらに、1985 年 7 月 11 日の法律により、一部の重要な裁判の公判部分を録
画・保存することができるようになった

（41）

。同法によれば、これらの記録のアク
セスは、20年後に解禁されることになっていた。しかし、録画は、これまでご
くわずかの場合しか行われていない

（42）

。

v）刑務所改革
バダンテールは、死刑だけではなく刑務所にも大きな関心を持っており

（43）

、さ
まざまな改革を行っている。というのも、彼にとって、刑務所環境の改善は、
囚人の社会復帰、そして、それを通じた犯罪予防と一体だったからである

（44）

。
こうして、1982年2月26日に、性格や行動の面でとりわけ危険とみなされた
長期囚を収容する、特別監視区域（quartiers de haute sécurité）が廃止された

（45）

。

（40） Badinter, Les épines et les roses, op. cit., p. 226.
（41） Journal officiel de la République française, lois et décrets, 12 juillet 1985, pp. 

7865-7866.この法律のねらいについて、バダンテール自身が説明する映像が
INAに公開されている（https://www.ina.fr/ina-eclaire-actu/1985-robert-badinter-
a-propos-de-la-captation-filmee-des-proces, consulté le 16 décembre 2024）。 な
お、本法により初めて全面録画が行われたのは、後述註 104 で言及する、クラ
ウス・バルビーの裁判であった。Badinter, Les épines et les roses, op. cit., p. 205.

（42） バダンテールは、2000年 10月 29日の『ル・モンド』紙上で、本法の適用が十
分に行われていないことを悔やんでいる。Badinter, Robert, Robert Badinter : « 
Il n’y a pas de justice sans mémoire », Le Monde, 29 octobre 2000（https://www.
lemonde.fr/archives/article/2000/10/29/robert-badinter-il-n-y-a-pas-de-justice-
sans-memoire_3638963_1819218.html, consulté le 1er décembre 2024）.

（43） Missika et Szafran, op. cit., p. 153. バダンテールは、1871 年から 1914 年にかけ
ての刑務所の歴史にかんする著書を出版している。Badinter, Robert, La prison 
républicaine （1871-1914）, Fayard, Paris, 1992.

（44） Cassia, op. cit., pp. 321-322.
（45） 特別監視区域は、1975 年 5 月 23 日のデクレによりより導入された。本デクレ

の内容は、フランス国立科学研究所や司法省をパートナーとする、フランス刑
事司法史専門サイト Criminocorpusに掲載されている（https://criminocorpus.
org/fr/legislation/textes-juridiques-lois-decre/textes-relatifs-aux-p/de-1945-a-nos-
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続いて、1983 年 1 月 26 日のデクレにより、軽微な犯罪について、自由刑の代
わりに、公共施設などにおいて無償で行われる公益奉仕労働（travail d’intérêt 
général）が導入された

（46）

。さらに、1984年1月30日のデクレは、それまで「下級
医療（sous-médicine）」とされていた刑務所医療の向上を目指し、司法省の管轄
下にあった刑務所医療監督制度（l’inspection médicale des prisons）を廃止する
とともに、一般市民を対象とする各省横断型の厚生事業監督制度（l’inspection 
générale des affaires sociales）が、刑務所内の衛生管理も行うこととした

（47）

。
バダンテールは、受刑者の日々の生活の改善にも努めた

（48）

。まず、前述の1983
年 1 月 26 日のデクレは、面会時の囚人と面会者の分離を廃止している

（49）

。次に、
当時のフランスでは、長期刑囚には、文通や家族との電話が認められていな
かったが、バダンテールはこれらを認めた

（50）

。さらに、1984年には、囚人の権利
にかんするガイドブックが作成された。そのほか、細かい点を挙げると、刑務
所内労働への対価の値上げ、すべての刑務所での更衣室・シャワー・ミサの提
供の確保、房内でのテレビ設置や飾りつけの許可、受刑者間でのスポーツある

jours/decret-du-23-mai-1975/, consulté le 27 novembre 2024）。また、特別監視区
域の当時の状態は、Cassia, op. cit., p. 325を参照。収容者や、刑務所長などの関
係者による証言を集めた、1978年のラジオ番組も INAで公開されているので、
参考までに紹介する（https://www.ina.fr/ina-eclaire-actu/audio/phd97016376/les-
quartiers-de-haute-securite, consulté le 26 novembre 2024）。

（46） Journal Officiel de la République française, Edition des lois et décrets, 28 janvier 
1983, pp. 434-437. 1983 年ではなく 2023 年時点での内容になるが、公益奉仕
労働の具体的な説明がフランス政府のサイトに掲載されている（https://www.
service-public.fr/particuliers/vosdroits/F1407, consulté le 27 novembre 2024）。

（47） Journal officiel de la République française, lois et décrets, 2 février 1984, p. 505 
; Obrecht, Olivier, Des progrès pour la santé en prison, C. E. R. A. S., n° 269, 
2002, p. 111. 厚生事業監督制度のポータルサイトも参照（https://igas.gouv.fr/, 
consulté le 27 novembre 2024）。

（48） 受刑者の生活環境の改善については、Badinter, Les épines et les roses, op. cit., 
pp. 117-123. また、後述の註50も参照。

（49） Journal officiel de la République française, lois et décrets, 28 janvier 1983, p. 436.
（50） ただし、家族との電話は月1回のみであった。
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いは文化団体の結成の許可、囚人服の廃止などが行われている
（51）

。

vi）被害者の権利の向上
ところで、バダンテールの主な関心は刑事被告人や受刑者の権利にあったよ
うに思われているかもしれない。実際、ペイルフィットら右派の政治家たちは、
バダンテールが犯罪者の仲間であり善良な人々のことを考えていない、司法大
臣は司法を弱体化させている、彼は辞任しなければならない、といった内容の
記述を、右派の新聞『フィガロ』など複数の紙面に発表した

（52）

。しかしながら、
バダンテールによれば、彼自身にとって最も重要なのは、犯罪被害者のための
活動であった

（53）

。
こうして、バダンテールは1982年9月、司法省内に被害者支援のための部署
を設置した。これに伴い、各地で被害者支援のための団体が誕生し

（54）

、1986 年 1
月 20 日の、国立被害者支援・斡旋協会（Institut national d’aide aux victimes et 
de médiation（Inavem））設置により全国ネットワークが誕生することとなる

（55）

。
被害者にたいする金銭的支援・補償も強化された。1982年 12月 31日の法律
は、民事・刑事を問わず、経済的に最も恵まれない者の場合については、弁護
士への対価を国庫から支出することを定めた

（56）

。さらに、1983年 7月 8日の法律
により、テロなど、加害者不明の侵害の場合でも、被害者に国庫からの補償金
支払を行うことが容易となった

（57）

。この年には、被害者支援団体にたいする支出

（51） Cassia, op. cit., pp. 327-328.
（52） 司法大臣バダンテールへの批判は、主にCassia, op. cit., pp. 231-245を参照。
（53） Badinter, Les épines et les roses, op. cit., p. 108.
（54） Badinter, Les épines et les roses, op. cit., p. 109.
（55） Inavemは現在France victimes と改称してい る（https://www.france-victimes.fr/

index.php, consulté le 5 décembre 2024）。
（56） Journal officiel de la République française, lois et décrets, 1er janvier 1983, pp. 15-17.
（57） Journal officiel de la République française, lois et décrets, 9 juillet 1983, pp. 2122-

2125. 国庫による補償は、1985年7月5日のいわゆる「バダンテール法」により、
交通事故被害者にも適用された。Journal officiel de la République française, lois 
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が初めて司法省の予算に計上されている
（58）

。
そして、これらの支援体制について説明するために、挿絵付きの『被害者の
権利ガイドブック』が出版され、大きな成功を収めた

（59）

。

（4）その他の改革
バダンテール司法大臣の下では、刑事以外のあらゆる法分野でもさまざまな改

革が行われているが、ここでは、1981年10月2 日に、ヨーロッパ人権条約第25条
への留保が外され、フランス共和国に権利を侵害された市民個人あるいは団体
による、ヨーロッパ人権裁判所への提訴が可能になったことと

（60）

、1985年12月23
日の法により、両親間の親権の平等が実現したことに言及しておくにとどめる

（61）

。
また、退任以後に実現した改革としては、司法官人事の透明化や行刑裁判所の設
置、1810年以来の刑法典の全面改正

（62）

、市民による憲法院への申立てなどがある
（63）

。

et décrets, 6 juillet 1985, pp. 7584-7588.
（58） Cassia, op. cit., p, 309.
（59） Ministère de la Justice （dir.）, Guide des droits des victimes, Gallimard, Paris, 

1982.このガイドブックの最新版は、フランス司法省のサイトでダウンロード
可能である（https://www.justice.gouv.fr/documentation/ressources/guide-droits-
victimes, consulté le 5 décembre 2024）。また、1984 年には、司法制度を一般向
けに解説した『司法実用ガイドブック』も出版された。Ministère de la Justice 
（dir.）, Guide pratique de la justice, Gallimard, Paris, 1984.

（60） L’application de la convention européenne des droits de l’homme Le droit de 
recours individuel devant la commission de Strasbourg est rétroactif, Le Monde, 
5 octobre 1981 （https://www.lemonde.fr/archives/article/1981/10/05/l-application-
de-la-convention-europeenne-des-droits-de-l-homme-le-droit-de-recours-
individuel-devant-la-commission-de-strasbourg-est-retroactif_3039845_1819218.
html, consulté le 20 novembre 2024）.

（61） Journal officiel de la République française, lois et décrets, 25 et 26 décembre 1985, 
pp. 15111-15115.

（62） ただし、1994年の新刑法典は、バダンテールの関与した準備草案とは大きく異
なっていた。Dictionnaire de la justice, op. cit., p. 119.

（63） その他、実現しなかった改革はCassia, op. cit., pp. 354-390を参照。
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IV．憲法院長官（1986年～1993年）

（1）バダンテール長官の思想
1986年2月19日、ミッテラン大統領は、バダンテールを憲法院長官に指名し
た
（64）

。これを受け、3月 16 日にバダンテールは司法大臣の職を辞した。この後、
彼は1995年3月3日まで、憲法院長官として活動することになる。それに伴い、
彼は社会党から一時的に離脱した。
憲法院長官バダンテールの活動は、彼の思想と結びついたものであったよう
に思われる。バダンテールの伝記を書いたポール・カッシア（Paul Cassia）教
授によれば、バダンテールは、「司法による祖国愛（patriotisme judiciaire）」を
推進しようとした。より具体的に言えば、人権と基本的自由を魂とする国とし
てのフランスの影響力を高めることを目指したのである

（65）

。
人権と基本的自由は、長官自身のアイデンティティにもかかわっていた。彼
は自らを「共和主義者、非宗教者（laïc）、そしてユダヤ人」と定義しているが

（66）

、
カッシアによれば、ここで言う共和政とは「人権が保障された政体」のことであ
り、非宗教主義（ライシテ（laïcité））とは、良心と意見の自由を約束するもの
であった

（67）

。また、バダンテールの政治的信念である社会正義主義（socialisme）

（64） Cassia, op. cit., p, 392.バダンテールの憲法院長官任命にたいする右派からの批
判は、Un homme de droit, Le Monde, 21 février 1986 （https://www.lemonde.fr/
archives/article/1986/02/21/un-homme-de-droit_3144428_1819218.html, consulté 
le 16 décembre 2024）を参照。

（65） Cassia, op. cit., p. 400 ; Rousseau, Dominique, Sur le Conseil constitutionnel. La 
doctrine Badinter et la démocratie, Descartes & Cie, Paris, 1997, p. 103.

（66） 2024年 2月 9日に France Cultureで放送されたバダンテールの追悼番組Robert 
Badinter, conscience morale et intellectuel en politiqueによれば、この定義は、
フランスの社会主義の歴史を代表するレオン・ブルム（Léon Blum）のそれと
同一であった（https://www.radiofrance.fr/franceculture/podcasts/le-temps-du-
debat/mort-de-robert-badinter-9853066, consulté le 20 décembre 2024）。

（67） Cassia, op. cit., p. 20.
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も
（68）

、「人々の間の関係を変え、それをより愛情に満ち（fraternels）、公正で、
自由なものにすること」を意味した

（69）

。このような彼の考え方は、コンドルセ
をはじめとする 18 世紀の思想家たちに近いものであったとドミニク・ルソー
（Dominique Rousseau）教授は指摘する

（70）

。
バダンテールにとって、自由はフランスをフランスたらしめるものでもあっ

た。彼によると、自由のないフランスは、もはやフランスではなく、恥ずべき野
蛮な国にすぎない。そうなることを避けるためには、司法による正義が必要であ
る。したがって、司法とは単なる制度ではない。社会の根底にある価値の発現
であり、人間に関する、触れることのできない神聖な一定の思想と、民主主義
の思想を伝えるものであり、重要な反権力であり、市民に与えられる最も重要
なものであり、そして、彼らの自由を守るために最も重要な方法なのである

（71）

。
また、バダンテールの言う共和主義は、おそらく民主主義と同義であった。
彼の民主主義は、出自や性別、文化、宗教、そして人種を超えた市民から構成

（68） ここでは、現代フランスにおける意味に近づけるため、Larousseの辞書の電
子版による第一の定義に従ってこのように翻訳した。（https://www.larousse.fr/
dictionnaires/francais/socialisme/73143）

（69） 1984年8月14日の社会党全国青年会議での発言による。Cassia, op. cit., p. 23.
（70） Rousseau, op. cit., p. 165. コンドルセの影響は、Robert Badinter, l’ancien ministre 

et avocat qui a fait abolir la peine capitale en France, est mort, art. cit.でも指摘
されている。実際、バダンテールは、妻のエリザベットとともに、1989 年に
彼の伝記を著している。Badinter, Elisabeth et Badinter, Robert, Condorcet. Un 
intellectuel politique （1743-1794）, Fayard, Paris, 1989. また、コンドルセと同時
期の思想家ファーブル・デグランティーヌ（Fabre d’Églantine）や、バダンテー
ル自身と交流のあった政治家で、左派の一部に大きなインパクトを与えたピ
エール・マンデス＝フランス（Pierre Mendès France）の影響が指摘されている。
Robert Badinter, l’abolition de la peine de mort ou le combat d’une vie, Le Monde, 
9 février 2024 （https://www.lemonde.fr/m-actu/article/2024/02/09/robert-badinter-
l-abolition-de-la-peine-de-mort-ou-le-combat-d-une-vie_5013451_4497187.html, 
consulté le 23 octobre 2024）.

（71） ここから、司法官の独立が導き出される。Cassia, op. cit., pp. 23-24.

74 ロベール・バダンテール氏を追悼して



される
（72）

。市民は平等であり、ひとりひとりの属性にかかわらず、同じ権利と自
由をもつ。もちろん、法の適用においても平等である。ルソー教授によれば、
バダンテールにとっては、フランス法とは、フランス人民の法であり、彼らの
根本的融合の法だったのである

（73）

。

（2）主要な決定
前述のように、上記の考えは、バダンテール長官時代の憲法院の決定から垣
間見ることができる。例えば、人間の尊厳に憲法的価値を認めた1994年7月27
日の決定が、その一例である

（74）

。また、1995年1月18日の決定は、私的生活（vie 
privée）の保護が民主主義のしるしであると述べた

（75）

。さらに、1992 年 9 月 2 日
の決定は

（76）

、一般的に、憲法改正の際の手続きは憲法第89条5項に従わなければ
ならず、内容の面でも共和制以外への改正は認められないと述べたと理解され
ている

（77）

。なお、この決定は、憲法制定権力（pouvoir constituant）が主権のひ
とつに数えられるとした。したがって、上述のような憲法改正の限界は、国家
主権の限界をも意味した。
以下、その他の重要な決定をより詳しく見ていく。

（72） Rousseau, op. cit., p. 135. バダンテールにおける市民のとらえ方は、コンドルセ
のそれに由来するとルソーは述べている。

（73） Rousseau, op. cit., p. 142.
（74） 憲法院のこれまでの決定は、同院のサイトで閲覧できる。以下の註では、それ

ぞれの決定について、URLを明記する。https://www.conseil-constitutionnel.fr/
decision/1994/94343_344DC.htm, consulté le 17 décembre 2024.

（75） https://www.conseil-constitutionnel.fr/decision/1995/94352DC.htm, consulté le 17 
décembre 2024.

（76） https://www.conseil-constitutionnel.fr/decision/1992/92312DC.htm, consulté le 17 
décembre 2024.

（77） 実際には、決定では以下の 2点が述べられているにとどまる。まず、憲法制定
権力は、現行憲法により定められている、改正の形式と内容にかんする規定に
従わなければならないこと。次に、もし、これに反して憲法が改正された場合
には、改正後の憲法は「違憲」となりうることである。
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i）1993年8月13日の決定
バダンテールは、2009年に長官時代を振り返り、それまで諮問機関に過ぎな
かった憲法院を、政治権力に優位する裁判所としたと自負している

（78）

。もちろ
ん、彼にとって、憲法院は単なる反権力ではなく、あくまで憲法の番人であっ
たが
（79）

、権力の抑制という観点における憲法院の重要性の高まりが最もよく表れ
ているのが、1993年8月13日の決定であろう

（80）

。この決定により、合法的にフラ
ンスに住む外国人に憲法上の地位が認められた。言い換えれば、本決定は、彼
らとフランス人の間の平等を宣言したのである。
この決定は、移民の管理、外国人のフランスへの入国の条件・受け入れ・滞
在に関するパスクア法（loi Pasqua）が一部憲法に適合しないとした

（81）

。パスクア
法は、あらゆる社会問題の原因を移民に押し付ける極右政党の国民戦線（Front 
National）の影響を受け、右派の内務大臣シャルル・パスクア（Charles Pasqua）
により提案されたものであるが

（82）

、外国人の不正な入国を防ぐためとして、庇護
権を制限する部分があったのである

（83）

。これに対し、決定は、共和国に住むすべ
ての者の自由と基本的権利を尊重する義務が立法者にあること、その自由と基

（78） Badinter, Robert, Une longue marche « Du Conseil à la Cour constitutionnelle », 
Cahier du conseil constitutionnel, n ° 25, 2009 （https://www.conseil-
constitutionnel.fr/nouveaux-cahiers-du-conseil-constitutionnel/une-longue-
marche-du-conseil-a-la-cour-constitutionnelle, consulté le 5 décembre 2024）. より
具体的には、以下の論文を参照。Koscas, Michael, Juridictionnaliser pour légitimer. 
La contribution de Robert Badinter au Conseil constitutionnel, Les cahiers Portalis, 
n° 13, 2024. 2008 年 6月 24日の元老院での会議では、バダンテールは憲法院
（Conseil constitutionnel）の名称をConseil（諮問機関）からCour（法院）へ変更
するよう提案している。Cassia, op. cit., p. 431.

（79） Cassia, op. cit., pp. 406-407.
（80） https://www.conseil-constitutionnel.fr/decision/1993/93325DC.htm, consulté le 9 

décembre 2024.
（81） 本法は、修正の後8月24日に成立した。Journal officiel de la République française, 

lois et décrets, 29 août 1993, pp. 12196-12203.
（82） Rousseau, op. cit., p. 108.
（83） Cassia, op. cit., p. 415.
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本的権利には「個人的自由と安全、とりわけ往来の自由、婚姻の自由、通常の
家庭生活を送る権利」があること、そして、共和国に合法的かつ安定的に居住
している場合には、外国人にも社会的保護が与えられることを明らかにした

（84）

。

ii）1991年5月9日の決定
時期は前後するが、関連して見ておきたいのが1991年5月9日の決定である。
本決定は、社会党内閣によって提案された、コルシカ人の特殊性を認める法律
の合憲性を一部否定した

（85）

。当時、すでにフランス人の多様性が議論されていた
が、地域や宗教などを理由に、自分たちの独自性、さらには独立性を主張する
運動も見られたことは、日本でも知られているだろう。このことを背景に、こ
の法律は、第1条で、コルシカ島に住む「コルシカ人」というマイノリティを、
フランス人の構成部分のひとつとして明示的に認めたのである。
しかしながら、決定は、本規定が、憲法第 2条で定められる共和国の不可分
と
（86）

、同第 3条による人民の一体と矛盾すると述べた
（87）

。というのも、憲法は、出

（84） Rousseau, op. cit., p. 109. 1993年11月25 日の憲法改正により、庇護権は第五共和
制憲法第53­1条に明記された。Journal officiel de la République française, lois et 
décrets, 26 novembre 1993, p. 16296. また、同法の成立過程は、憲法院のサイトから
確認できる（https://www.conseil-constitutionnel.fr/les-revisions-constitutionnelles/
loi-constitutionnelle-n-93-1256-du-25-novembre-1993, consulté le 13 décembre 
2024）。

（85） https://www.conseil-constitutionnel.fr/decision/1991/91290DC.htm, consulté le 17 
décembre 2024.なお、本決定の解説が、Le Monde, 11 mai 1991に掲載されている
ので、関心のある方はそちらも参照されたい（https://www.lemonde.fr/archives/
article/1991/05/11/la-notion-de-peuple-corse-est-contraire-a-la-constitution-le-
statut-de-l-ile-est-maintenu_4157222_1819218.html, consulté le 19 décembre 
2024）。

（86） 第2条「共和国の言語はフランス語である。／国家の象徴は青、白、赤の三色旗
である。／国家は『ラ・マルセイエーズ』である。／共和国の標語は「自由・
平等・友愛」である。／その原則は、人民の、人民による、人民のための政府
である。」

（87） 第 3条「国家の主権は、代表者と国民投票によってそれを行使する人民に属す
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自や人種、宗教などを問わず、すべてのフランス人を平等に扱っており、特定
のカテゴリーの人々を区別して扱うことはできないからである。この決定にお
ける平等の考え方は、後に元老院議員となったバダンテールの行動からも見て
取ることができる。

iii）1994年1月20日の決定
憲法院の決定の中には、バダンテールの個人的な思想とはおそらく相容れな
いものもみられた。たとえば、1994年1月20日の決定である

（88）

。この決定は、い
わゆる「短縮できない刑罰」の導入を合憲とした。この刑罰は、15歳以下にた
いする殺人のうち、特定の加重事由のある場合に科される、短縮の可能性のな
い30年間の自由刑である。カッシアが指摘するように、この刑罰は受刑者の希
望を奪い、更生を全く視野に入れていないという点で、バダンテールの刑罰観
とは相容れなかった

（89）

。しかし、決定は、1789 年の人権宣言第 8条（「法は厳密
に、また明らかに必要な刑罰しか設けてはならない。」）を引用しながらも

（90）

、こ
の刑罰に「行われた違法行為と明らかな不均衡が見られない」ことから、憲法
院が評価を行うものではないとした。

本節の最後に、その他の活動として、1992年に、初の女性メンバーとなるノ
エル・ルノワール（Noëlle Lenoir）を任命したことや

（91）

、実現には至らなかった
が、審議の公開や市民による憲法院への付託を提案したことも付け足しておき

る。／人民のいかなる部分も、いかなる個人も、それを我が物とすることはで
きない。」さらに、第五共和制憲法前文や 1789 年の人権宣言など、当時憲法と
しての意義を認められていた規範は、「フランス人民」を単数形としていた。

（88） https://www.conseil-constitutionnel.fr/decision/1994/93334DC.htm, consulté le 17 
décembre 2024.

（89） Cassia, op. cit., p. 411.
（90） 1789年の人権宣言の日本語訳については、ピカール前掲訳稿の註7を参照され

たい。
（91） Rousseau, op. cit., p. 43.
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たい
（92）

。このうち後者は、公布前の法律の場合を除き、サルコジ大統領による
2008年7月23日の憲法改正により実現された

（93）

。

（3）国外での活動
バダンテール長官は、ヨーロッパ人権裁判所や各国の憲法裁判所の訪問を通
じた、フランス憲法院の国際化にも尽力した

（94）

。ヨーロッパ規模での活動は、と
りわけ 1990 年から 1995 年にかけて顕著であった。フランス憲法院長官の立場
でありながら、バダンテールが全ヨーロッパ的に活動した背景には、彼が「ヨー
ロッパ連邦」、ひいては、彼自身が後に構想する「ヨーロッパ憲法」の可能性を
信じていたことがあるかもしれない。彼にとって、ヨーロッパ文明は、ローマ
法・ギリシア哲学・そしてキリスト教という三本の柱により形成されており、
共通の法文化を有していた。そして、この共通性によって、各国間の法システ
ムや個人の違いを超えた協働が可能となるのである。
さて、国外での主な活動としては、まず、いわゆる東側諸国への民主化への
取り組みがある。長官は、これらの国への憲法の普及にも尽力し、1989年には、
ゴルバチョフによってペレストロイカ下のソヴィエト連邦に招かれ、新憲法の
起草について話し合った。
次に、国際裁判所設置への取り組みがある。カッシアによれば、バダンテー
ルは、ニュルンベルク裁判の時点で、戦勝国ではなく、国際社会による裁判の
必要性を認識していた

（95）

。こうして、長官は、旧ユーゴスラビア国際刑事裁判所
の設置に尽力することとなる。彼の関心は、人道に対する罪を罰することだけ
ではなく、司法を通じた平和構築にもあった。この考えは、内戦中の1991年8

（92） Rousseau, op. cit., pp. 49-62.
（93） 第五共和制憲法に当該第 61 ­ 1 条を追加した、2008 年 7 月 23 日の憲法法律

第 29 条は、フランス政府の法令検索サイト Légifranceに掲載されている。
（https://www.legifrance.gouv.fr/jorf/id/JORFTEXT000019237256/#JORFAR
TI000019237257, consulté le 16 décembre 2024）

（94） Cassia, op. cit., p. 403 ; Rousseau, op. cit., p. 91.
（95） Cassia, op. cit.,p. 460.
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月27日、内戦の終結を目指す文脈から「ユーゴスラビアにおける平和のための
会議（Conférence pour la paix en Yougoslavie）」内に設置された、「仲裁委員会
（Commission d’arbitrage）」につながることになる。バダンテールが長となった
この委員会は、各国の憲法裁判所長 5名からなり、ユーゴスラビアを構成する
諸国間のさまざまな法的争いに助言を与えた

（96）

。同委員会は、1992年 12月 15日
の、ヨーロッパ和解仲裁法院（Cour européenne de conciliation et d’arbitrage）
設置へと結びつき

（97）

、1995年 3月 7日、バダンテールは同法院の院長に選出され
た。しかしながら、管見の限り、この法院はほとんど利用されていない。

V．元老院議員（1995年～2011年）

1995 年 3 月 3 日、バダンテール長官は任期満了を迎え、退任した。その後、
彼は弁護士に戻ろうとも考えたようであるが、事務所側の反発により、それは
実現しなかった。他方、アメリカのロー・ファーム、クーダート・ブラザーズ
（Coudert Brothers）やニューヨーク大学が、彼のためにポストを用意したが、
居住地などの理由から固辞している。また、同年の大統領選への出馬を求める
声もあったが、こちらも受け入れることはなかった。しかしながら、ミッテラ
ンの勧めもあり、彼はやはり政治の世界に舞い戻ることとなる。今度の舞台は
元老院であった。1995年9月24日の選挙に、彼はオー＝ド＝セーヌ県の社会党
候補のひとりとして出馬し、当選した。これ以降、2期議員生活を続け、2011
年の任期終了時にその職を退いた。

（1）主な活動
元老院議員としてのバダンテールは、かつてのように重い責任のある立場で

（96） 仲裁委員会については、Pellet, Allain, Notes sur la Commission d’arbitrage de la 
Conférence européenne pour la paix en Yougoslavie, Annuaire française du droit 
international, n° 37, 1991を参照。

（97） 同法院のサイトは、https://www.osce.org/cca/, visited on December 16th 2024.
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はなかったため、その活動は、これまでと比べると目立たないものであったか
もしれない。しかしながら、いくつかの特筆すべきものがあるので、ここで紹
介する。

i）これまでの歩みと調和した活動
a）死刑廃止の憲法化を目指した報告
元老院議員時代のバダンテールは、司法大臣時代に行った刑事法分野におけ
るさまざまな改革に逆行する動きに直面しているが、これには一貫して反対し
ている。当時の治安重視の傾向は、1995年の大統領選で、1981年にミッテラン
の対立候補の一人であった右派のジャック・シラク（Jacques Chirac）が当選
し、議会でも、1997年から2002年の時期を除き、右派が優位に立ったことを背
景としていた。
このような厳しい状況に直面したバダンテールにとって最も喜ばしかったの
は、おそらく、2007年に死刑廃止が憲法化されたことであろう。この年の1月
30 日に国民議会で法案が採択された翌日から、元老院でも審議が始まったが、
その口火を切ったのがバダンテールの報告であった。じつは、当該憲法改正は、
当時の司法大臣によって提案されたのだが、この司法大臣とは、1981年の死刑
廃止時に抵抗した議員の一人、パスカル・クレマン（Pascal Clément）その人
であった

（98）

。
さて、バダンテール報告をごく簡単にまとめると、以下のようになる

（99）

。まず、
死刑の廃止は、民主主義における第一の人権である。死刑の廃止は、人命の尊
重を意味し、それがなければ、いかなる人権も実現されない。したがって、司

（98） クレマンおよびシラク大統領、ドミニク・ド・ヴィルパン（Dominique de 
Villepin）首相の名による提案は、国民議会のサイトで閲覧可能である（https://
www.assemblee-nationale.fr/12/projets/pl3596.asp, consulté le 17 décembre 
2024）。

（99） この報告は、元老院のサイトで閲覧可能である（https://www.senat.fr/rap/l06-
195/l06-195_mono.html, consulté le 17 décembre 2024）。
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法は人間の命を奪うことはできない。人命の尊重は普遍的な権利であるから、
死刑廃止への戦いは世界に広がっていかなければならない。じっさい、世界中
で死刑は廃止されている。国際法のレヴェルでも死刑は禁止されてきており

（100）

、
そのことは、フランスの憲法に死刑廃止を明記するための直接的な理由となる
だろう。

b）人道に対する罪に関連する諸発言
冒頭で述べたように、バダンテールはユダヤ人であり、少年時代に父親をナ
チス親衛隊に奪われている。したがって、当時フランスが行った反ユダヤ人政
策には厳しい目を向けており、1997年には、フランス弁護士会の同政策に対す
る責任を問うた『凡庸な反ユダヤ主義（Un antisémitisme ordinaire）』を出版し
た
（101）

。同年 6月には、ドイツによる占領に抵抗し、モン＝ヴァレリアン（Mont-
Valérien）という場所で銃殺された1000名を超える人々の名前を記念碑に彫るこ
とを提案している。
以上を踏まえ、ここでは、2001年のテレビインタビューでの発言に注目した
い。バダンテールはそこで、1942年から44年にかけてジロンド県副知事として
ユダヤ人追放に関与した、モーリス・パポン（Maurice Papon）の釈放を求めた
のである。パポンは、人道に対する罪の共犯により、1998年 4月 2日に有罪判
決を受け、1999年 10月 22日から、パリのサンテ刑務所に収監されていた

（102）

。バ

（100） さまざまな死刑廃止条約と、フランスによるそれらの批准は、ピカール前掲訳
稿を参照。

（101） Badinter, Robert, Un antisémitisme ordinaire, Fayard, Paris, 1997.
（102） パポンの罪は、1981年に独立系新聞『カナール・アンシェネ（Canard enchaîné）』

のスクープにより明らかになったが、彼は戦後パリ警視総監を務めるなど、政
治的に重要な地位についていた。Badinter, Les épines et les roses, op. cit., p. 
155. なお、事件については、フランス政府のサイトに簡潔にまとめられてい
る。（https://www.justice.gouv.fr/actualites/actualite/ouverture-complete-archives-
proces-maurice-papon, consulté le 27 novembre 2024）
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ダンテールによれば、パポンは 90 歳の高齢であったし
（103）

、「人間性は犯罪を制さ
なければならな」かった。バダンテールにとって重要だったのは、刑罰よりも、
パポンが行ったことを若い世代に知らせることであり、有罪判決の時点で、正
義が実現されていたのである

（104）

。
バダンテールの関心は、事件を糾弾することというよりは、事件を記憶する
ことにあった。おそらくこのことから、政治によって作り上げられた、過去の事
件の「公式解釈」を押し付けることには一貫して反対している。例えば、2001
年から2005年にかけて採択された、第一次大戦下のアルメニア人虐殺の否定を
罰する法律などに反対した

（105）

。

ii）左派と対立した活動
a）パリテの憲法化への反対
バダンテールは社会党の議員であるが、左派の一般的方針に盲従していたわ
けではない。たとえば、2001年から2002年にかけて、同党から未成年者の売春

（103） フランスがドイツの占領下にあった第二次大戦期にジロンド県で弁護士として
働いていたジャン＝マリ・ヴァロー（Jean-Marie Varaud）によれば、2001 年
当時、ヨーロッパの大半の国における収監年齢の上限は 70 歳から 72 歳であっ
た。M Badinter provoque une polémique en se disant favorable à la libération 
de Maurice Papon, Le Monde, 13 janvier 2001 （https://www.lemonde.fr/archives/
article/2001/01/13/m-badinter-provoque-une-polemique-en-se-disant-favorable-
a-la-liberation-de-maurice-papon_4418083_1819218.html, consulté le 15 octobre 
2024）.

（104） M Badinter provoque une polémique en se disant favorable à la libération de 
Maurice Papon, art. cit. バダンテールは、2011年の『棘とバラ（Les épines et les 
roses）』の中で、かつて父の逮捕を命じたバルビーが、1983 年に逃亡先のボリ
ビアで発見され、その後終身刑に処されたこととを振り返り、「フランスの司
法は任務を遂行した」と述べている。Badinter, Les épines et les roses, op. cit., p. 
155.

（105） Cassia, op. cit., p. 514. アルメニア人虐殺に関する法律は、Légifrance （https://www.
legifrance.gouv.fr/loda/id/JORFTEXT000000403928/, consulté le 30 décembre  
2024）を参照。
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を犯罪化する案が出された際には、これに反対した
（106）

。
より重要な事例として、1999年の、パリテの憲法化への反対に言及しておき
たい。ここでいうパリテとは、議員の数を男女半々にすることであり、男女平
等の観点から、左派によって主張されていた。しかしながら、バダンテールに
よると、候補者リストの段階で、男女の数を同一にすることを各党に義務付け
ることは可能であるが、最終的に選ばれる議員の数をコントロールするのであ
れば、国民の投票の自由を阻害することになる。それに、パリテはフランスの
平等という伝統に反し、性別で国民を区別することを意味した

（107）

。
実は、このような措置の合憲性には、彼は憲法院時代から懐疑的であった

（108）

。
バダンテールにとって、フランスはさまざまな共同体の寄せ集めではなかっ
た。彼のフランスとは、いかなる要素によっても区分できないひとつの「フラ
ンス国民」のみからなる、包括的なものだったのである

（109）

。

b）安楽死の問題
また、2004 年および 2008 年には、バダンテールは安楽死に否定的な意見を
表明している

（110）

。この論点についても、左派は一般的に肯定的な傾向があった
（111）

。
これに対し、バダンテールは、1971年9月29日の時点で、死刑を「司法による

（106） 以上の点については、Cassia, op. cit., pp. 506-512, 518-520.
（107） Robert Badinter, sénateur （PS） des Hauts-de-Seine « On ne peut parler de 

parité qu’au niveau des candidatures », Le Monde, 14 février 1999 （https://
www.lemonde.fr/archives/article/1999/02/14/robert-badinter-senateur-
ps-des-hauts-de-seine-on-ne-peut-parler-de-parite-qu-au-niveau-des-
candidatures_3536648_1819218.html, consulté le 17 décembre 2024）.

（108） Rousseau, op. cit..
（109） Cassia, op. cit., p. 408.
（110） 2004 年 4 月 14 日（https://www.assemblee-nationale.fr/12/rap-info/i1708-t2.

asp#P7788_3352014, consulté le 9 décembre 2024）と 2008年 9月 16日（https://
www.assemblee-nationale.fr/13/rap-info/i1287-t2.asp#P4521_1906228, consulté le 
9 décembre 2024）の議事録を参照。

（111） Moyse, Danielle, Euthanasie et modernité, LAENNEC, 2013, p. 7.
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安楽死（euthanasie judiciaire）と表現していた
（112）

。ここから伺えるように、彼に
とって、安楽死は、死刑と同じ理由で否定されるべきものであった

（113）

。安楽死
に対する彼の態度は、2008年9月18日の『ラ・クロワ』紙の記事がわかりやす
く説明している。それによれば、バダンテールにとって、生命の権利は最も重
要な人権であった。また、民主主義国家においては、すべての人の生命が尊重
されなければならず、いかなる人にも、他人の生死を決める権利はない。しか
しながら、安楽死を国家が認めることは、国家が市民の生命の権利に介入する
ことを意味する。また、安楽死の合法化により、司法が人の生死を決めること
になる可能性も出てくる。たとえば、当事者が死亡した後に、家族が本人の死
への意志に異議をさしはさんだ場合、司法が登場しなければならない。バダン
テールにとって、これは、特別裁判所の設置を意味した。もちろん、安楽死が
認められる場合を厳格に法律によって定めるという解決策も考えられるが、そ
れは、各事例がどの場合に該当するかを判断でしなければならない人々に責任
を転嫁することでしかないと、彼は述べたのである

（114）

。

（3）その他
その他、国外の活動を挙げておくと、まず、ヨーロッパ憲法起草委員会への

（112） Badinter, Robert, La loi du talion ?, Le Monde, 29 septembre 1971 （https://www.
lemonde.fr/archives/article/1971/09/29/la-loi-du-talion_2449078_1819218.html, 
consulté le 21 novembre 2024）

（113） Robert Badinter reste sceptique sur « l’exception d’euthanasie », La Croix, 18 
septembre 2008 （https://www.la-croix.com/Actualite/France/Robert-Badinter-
reste-sceptique-sur-l-exception-d-euthanasie-_NG_-2008-09-18-677830, consulté 
le 25 octobre 2024）.

（114） «Nul ne peut retirer la vie à autrui dans une démocratie» : quand Robert 
Badinter s’opposait à l’euthanasie, Le Figaro, 9 février 2024 （https://
www.lefigaro.fr/actualite-france/nul-ne-peut-retirer-la-vie-a-autrui-
dans-une-democratie-quand-robert-badinter-s-opposait-a-l-euthanasie-
20240209?msockid=01b81272870964da209106bb862b658c, consulté le 25 octobre 
2024）

85神　戸　法　学　雑　誌　 74巻4号



参加がある。バダンテールは、この委員会にヨーロッパ人権宣言の作成を期待
していた

（115）

。ヨーロッパ連邦に関する彼の信念もあってか
（116）

、2002 年に、バダン
テールは自ら憲法案を作成し『ヨーロッパ憲法（Une Constitution européenne）』
として出版した。しかし、2004年に完成したヨーロッパ憲法は、翌年に行われ
たフランスでの国民投票で否決された。
ほかにも、1998年には世界人権宣言50周年祝賀委員会委員長を務め、翌1999
年にも、国際オリンピック委員会倫理委員会に参加した。

VI．最晩年（2011年～2024年）

2011年に元老院議員の立場を退いた後、バダンテールは、14名の法学教授か
らなる「諮問会（Corpus Consultant）」を結成した。ここでは、公法・私法を問
わず、さまざまな法的問題について議論がなされた。彼自身は2016年に会を退
いているが、会自体は現在も存続している。
最晩年のバダンテールは、精力的な執筆活動も行っている。2015年には、友
人で弁護士のアントワーヌ・リヨン＝カーン（Antoine Lyon-Caen）とともに
『労働と法（Le Travail et la loi）』を著した

（117）

。そのほか、前述のオペラ作品など
の戯曲なども著している。

おわりに

本稿では、ロベール・バダンテール氏の一生をたどりながら、彼の功績につ

（115） Badinter, Robert, Une Constitution européenne, Fayard, Paris, 2002, p. 20.
（116） バダンテールは、当時議論されていたトルコのEU加盟について、EUのアイデ

ンティティが失われるとして反対しているが、これは先に述べた彼のヨーロッ
パ観が関係しているだろう。Cassia, op. cit., p. 523. また、『ヨーロッパ憲法』
でも、ヨーロッパの人々が同じ価値観を共有していると述べている。Badinter, 
Une Constitution européenne, op. cit, p. 21.

（117） Badinter, Robert et Lyon-Caen, Antoine, Le travail et la loi, Fayard, Paris, 2015.
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いて簡単に説明を加えてきた。ただし、本稿の目的はバダンテール氏の紹介に
過ぎず、ここで述べられてきた彼の歩みから、そのフランス法各分野への具体
的なインパクトについて考察したり、彼の思想を体系的に描き出したりするこ
とは行われていない。そもそも、それはもっと腰を据えて取り組むべきことで
あろう。それでも、少なくとも、彼が死刑廃止以外にもさまざまな足跡を現代
フランス法史に残したことは伝えられたのではないかと思う。
なお、本稿は、科学研究費補助金（課題番号 23K01055）の助成を受けて執

筆されたものである。また、バダンテール氏の死を受け、フランスでは多くの
新聞記事や出版物が登場したが、そのひとつLe un, hors-série, mémoire, février 
2024は、当時ちょうどフランス滞在中であった近畿大学の池田晴奈教授のご厚
意により手にすることができた。池田教授にはこの場を借りて心よりお礼申し
上げる。
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